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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２  第１期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

３  第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については１株当たり当期純損失であるため、記載して

おりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第１期

第１四半期 
連結累計期間

第２期
第１四半期 
連結累計期間

第１期

連結会計期間
自 平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自 平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

経常収益 （百万円） 663,446 732,787 2,621,689 

正味収入保険料 （百万円） 504,951 508,285 1,933,283 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 23,365 11,731 △6,437

四半期純利益又は 
当期純損失（△） 

（百万円） 13,422 12,047 △12,918

四半期包括利益又は 
包括利益 

（百万円） △124,232 15,403 △143,120

純資産額 （百万円） 1,097,536 1,064,500 1,079,446 

総資産額 （百万円） 9,061,946 9,195,931 8,981,974 

１株当たり四半期純利益金額
又は当期純損失金額（△） 

（円） 8.08 7.25 △7.77

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） 8.07 7.24 －

自己資本比率 （％） 12.06 11.49 11.96 
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当第１四半期連結累計期間およびその後の当社および当社の関係会社における事業の内容に関する主要

な変更は以下のとおりであります。 

(1) 損害保険事業 

平成23年６月15日に当社の連結子会社である株式会社損害保険ジャパンは、当社の連結子会社である

Sompo Japan Asia Holdings Pte. Ltd.を通じて、30％出資していた当社の持分法適用関連会社Berjaya 

Sompo Insurance Berhadの株式を70％まで買い増し、当社の連結子会社としました。 

  

(2) 生命保険事業 

平成23年10月１日に当社の連結子会社である損保ジャパンひまわり生命保険株式会社と当社の連結子

会社である日本興亜生命保険株式会社は、当社の直接子会社化および合併を予定しております。合併後

の商号は、ＮＫＳＪひまわり生命保険株式会社とする予定であります。 

  

(3) その他の事業 

①  平成23年４月１日に当社の子会社である株式会社損保ジャパン・システムソリューションとエヌ・

ケイ・システムズ株式会社が合併し、商号をＮＫＳＪシステムズ株式会社としました。 

②  平成23年４月１日に当社の子会社である株式会社損保ジャパン情報サービスと日本興亜ビジネスサ

ービス株式会社が合併し、商号をＮＫＳＪビジネスサービス株式会社としました。 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した「事業等のリスク」はありません。また、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

(1) 損保ジャパンひまわり生命保険株式会社と日本興亜生命保険株式会社の合併契約 

当社の連結子会社である損保ジャパンひまわり生命保険株式会社（以下「ひまわり生命」）と当社の

連結子会社である日本興亜生命保険株式会社（以下「日本興亜生命」）は、平成23年４月11日開催のひ

まわり生命の取締役会と平成23年４月14日開催の日本興亜生命の取締役会において、それぞれ合併契約

の締結を承認決議し、平成23年４月20日付で合併契約を締結いたしました。 

合併の目的ならびに合併契約の概要は以下のとおりであります。 

  

① 合併の目的 

ＮＫＳＪグループにおいて、新会社を国内損害保険事業に次ぐ収益の柱である生命保険事業を担う

戦略的子会社と位置づけ、ひまわり生命および日本興亜生命を当社の直接子会社とし、合併させま

す。 

 これにより新会社の経営基盤をさらに強固なものとし、両社の特色や強みを活かして成長を加速さ

せ、企業価値の向上を目指します。 

② 合併の方法 

ひまわり生命および日本興亜生命を当社の直接子会社としたうえで、ひまわり生命を存続会社とす

る吸収合併とし、これにより日本興亜生命は解散します。 

③ 合併の効力発生日 

平成23年10月１日（予定） 

④ 合併に係る割当の内容 

本合併に際し、株式その他の金銭等の交付は行いません。 

⑤ 引継資産・負債の状況 

ひまわり生命は、本合併の効力発生日において、日本興亜生命の資産、負債およびその他一切の権

利義務を承継します。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】
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⑥ 合併存続会社および消滅会社の概要 

 
  

  存続会社 消滅会社

商号

損保ジャパンひまわり生命保険株式会社 

（本合併と同時に「ＮＫＳＪひまわり生

命保険株式会社」に変更予定） 

日本興亜生命保険株式会社 

資本金 17,250百万円 20,000百万円

事業の内容 生命保険業 生命保険業
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文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および

連結子会社）が判断したものであります。 

（注）経常収益等の金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における日本経済は、平成23年３月に発生した東日本大震災の影響による

供給面の制約から、生産活動が大きく低下し、輸出の減少や設備投資の弱い動きがみられました。雇用

情勢も引き続き厳しい状況にあります。しかし、震災による供給面の制約が和らぐとともに、生産や輸

出に上向きの動きがみられ、設備投資や個人消費にも持ち直しの動きがみられております。 

このような経営環境のもと、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は次のとおりと

なりました。 

  

経常収益は、保険引受収益が6,929億円、資産運用収益が370億円、その他経常収益が27億円となった

結果、前第１四半期連結累計期間に比べて693億円増加して7,327億円となりました。一方、経常費用

は、保険引受費用が6,012億円、資産運用費用が114億円、営業費及び一般管理費が1,055億円、その他

経常費用が28億円となった結果、前第１四半期連結累計期間に比べて809億円増加して7,210億円となり

ました。 

以上の結果、経常収益から経常費用を差し引いた経常利益は、前第１四半期連結累計期間に比べて

116億円減少して117億円となりました。 

経常利益に特別利益、特別損失、法人税等および少数株主損失を加減した四半期純利益は、前第１四

半期連結累計期間に比べて13億円減少して120億円となりました。 

  

当社グループのセグメントごとの業績は次のとおりであります。 

  

［損害保険事業］ 

正味収入保険料は、5,082億円と、前第１四半期連結累計期間と比べ33億円(0.7％)の増収となりま

した。 

四半期純利益は、151億円と、前第１四半期連結累計期間と比べ１億円(1.0％)の増益となりまし

た。 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①  元受正味保険料（含む収入積立保険料） 

 
(注) １  諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。 

２  「元受正味保険料（含む収入積立保険料）」とは、元受保険料から元受解約返戻金および元受その他返戻金

を控除したものであります。（積立型保険の積立保険料を含みます。） 

  
②  正味収入保険料 

 
(注) 諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。 

  
③  正味支払保険金 

 
(注) 諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。 

  

区分

（自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日） 

前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

金額 
（百万円）

構成比
（％）

対前年増減
(△)率(％)

金額
（百万円）

構成比 
（％）

対前年増減
(△)率(％)

火災 89,069 15.17 ―― 89,935 15.09 0.97 

海上 14,890 2.54 ―― 15,764 2.64 5.86 

傷害 77,847 13.26 ―― 80,446 13.49 3.34 

自動車 252,769 43.06 ―― 254,883 42.76 0.84 

自動車損害賠償責任 66,838 11.39 ―― 70,065 11.75 4.83 

その他 85,564 14.58 ―― 85,044 14.27 △0.61

合計 586,981 100.00 ―― 596,139 100.00 1.56 

（うち収入積立保険料） (39,147) (6.67) ―― (38,384) (6.44) (△1.95)

区分

（自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日） 

前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

金額 
（百万円）

構成比
（％）

対前年増減
(△)率(％)

金額
（百万円）

構成比 
（％）

対前年増減
(△)率(％)

火災 56,708 11.23 ―― 58,710 11.55 3.53 

海上 11,471 2.27 ―― 12,010 2.36 4.70 

傷害 50,897 10.08 ―― 52,061 10.24 2.29 

自動車 251,954 49.90 ―― 255,149 50.20 1.27 

自動車損害賠償責任 56,675 11.22 ―― 54,221 10.67 △4.33

その他 77,244 15.30 ―― 76,131 14.98 △1.44

合計 504,951 100.00 ―― 508,285 100.00 0.66 

区分

（自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日） 

前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

金額 
（百万円）

構成比
（％）

対前年増減
(△)率(％)

金額
（百万円）

構成比 
（％）

対前年増減
(△)率(％)

火災 24,212 8.30 ―― 59,013 18.08 143.73 

海上 6,305 2.16 ―― 7,694 2.36 22.04 

傷害 24,721 8.47 ―― 24,978 7.65 1.04 

自動車 147,739 50.65 ―― 147,602 45.22 △0.09

自動車損害賠償責任 56,715 19.44 ―― 56,145 17.20 △1.00

その他 32,020 10.98 ―― 31,003 9.50 △3.17

合計 291,713 100.00 ―― 326,439 100.00 11.90 
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［生命保険事業］ 

生命保険料は、575億円と、前第１四半期連結累計期間と比べ95億円(19.8％)の増収となりまし

た。 

四半期純損失は、33億円と、前第１四半期連結累計期間と比べ26億円の減益となりました。 

①  保有契約高 

 
(注) １  諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。 

２  個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の

責任準備金を合計したものであります。 

  
②  新契約高 

 
(注) １  諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。 

２  新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資であります。 

  

区分

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日）

金額
（百万円）

金額
（百万円）

対前年度末
増減（△）率（％）

個人保険 16,706,412 17,024,723 1.91 

個人年金保険 279,100 281,274 0.78 

団体保険 3,064,572 3,038,762 △0.84

団体年金保険 － － －

区分

（自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日） 

前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

新契約＋転換 
による純増加 
（百万円）

新契約
（百万円）

転換による
純増加 

（百万円）

新契約＋転換
による純増加
（百万円）

新契約 
（百万円）

転換による
純増加 

（百万円）

個人保険 693,607 693,607 － 706,329 706,329 －

個人年金保険 3,138 3,138 － 4,371 4,371 －

団体保険 11,344 11,344 － 10,256 10,256 －

団体年金保険 － － － － － －
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに

生じた課題はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

(4) 従業員数 

①  連結会社の状況 

当第１四半期連結累計期間において、従業員数の著しい変動はありません。 

  

②  提出会社の状況 

当第１四半期累計期間において、従業員数の著しい変動はありません。 

  
(5) 生産、受注及び販売の実績 

「生産、受注及び販売の実績」は、保険持株会社における業務の特殊性のため、該当する情報があり

ません。なお、セグメントごとの業績の状況等については、「(1) 業績の状況」に記載しております。

  

(6) 主要な設備 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備に関する著しい変動および前連結会計年度末におけ

る計画に関する著しい変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1)【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
（注）平成23年６月27日開催の第１回定時株主総会において、当社の発行する普通株式について、平成23年10月１日

をもって４株を１株の割合で併合する旨および同日付けで発行可能株式総数を3,800,000,000株減少させ

1,200,000,000株とする旨が承認可決されております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １  提出日現在発行数には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使が自己株式

数を超えて行われたことにより発行された株式数は、含まれておりません。 

２  平成23年６月27日開催の第１回定時株主総会において、平成23年10月１日をもって、単元株式数を1,000株

から100株に変更する旨承認可決されております。 

  

(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,000,000,000 

計 5,000,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,661,409,178 1,661,409,178 

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は1,000株であり
ます。 

計 1,661,409,178 1,661,409,178 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日 

－ 1,661,409 － 100,045 － 25,045 
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(6)【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7)【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年６月30日現在 

 
（注）１ 「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式4,000株（議決権４

個）が含まれております。 

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式269株および株式会社証券保管振替機構名義の株式

306株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年６月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

 (相互保有株式) 

 

普通株式 1,220,000

普通株式 7,000

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

1,648,442,000 
1,648,442 ―

単元未満株式 
普通株式 

11,740,178 
―

１単元（1,000株）未満の株式であ
ります。 

発行済株式総数 1,661,409,178 ― ―

総株主の議決権 ― 1,648,442 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ＮＫＳＪホールディングス
株式会社 

東京都新宿区西新宿
一丁目26番１号 1,220,000 ― 1,220,000 0.07 

(相互保有株式) 
大昌産業株式会社 

大阪府大阪市西区江戸堀
二丁目６番33号 7,000 ― 7,000 0.00 

計 ― 1,227,000 ― 1,227,000 0.07 
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該当事項はありません。 

  

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）ならびに同規則第61条および第82条の規定に基づき「保険業法施行規則」（平成

８年大蔵省令第５号）に準拠して作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自  平成23年

４月１日  至  平成23年６月30日）および第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成

23年６月30日）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを

受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

資産の部   

現金及び預貯金 328,528 306,751

コールローン 78,399 65,906

買現先勘定 33,490 60,491

債券貸借取引支払保証金 30,370 26,738

買入金銭債権 32,273 31,218

金銭の信託 67,861 67,733

有価証券 6,431,235 6,410,058

貸付金 691,294 672,585

有形固定資産 363,416 361,344

無形固定資産 53,438 66,523

その他資産 618,602 872,035

繰延税金資産 258,966 260,656

貸倒引当金 △5,903 △6,110

資産の部合計 8,981,974 9,195,931

負債の部   

保険契約準備金 7,313,315 7,328,043

支払備金 1,009,329 1,093,091

責任準備金等 6,303,985 6,234,952

社債 128,000 128,000

その他負債 305,559 532,025

退職給付引当金 104,793 107,856

役員退職慰労引当金 141 152

賞与引当金 22,624 6,637

特別法上の準備金 27,520 27,689

価格変動準備金 27,520 27,689

繰延税金負債 572 1,025

負債の部合計 7,902,527 8,131,431

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,045 100,045

資本剰余金 438,555 438,563

利益剰余金 298,339 277,177

自己株式 △572 △652

株主資本合計 836,367 815,134

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 268,976 268,682

繰延ヘッジ損益 3,543 4,449

為替換算調整勘定 △34,583 △31,553

その他の包括利益累計額合計 237,936 241,578

新株予約権 2,349 1,910

少数株主持分 2,793 5,875

純資産の部合計 1,079,446 1,064,500

負債及び純資産の部合計 8,981,974 9,195,931
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 (2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
  【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

経常収益 663,446 732,787

保険引受収益 619,473 692,933

（うち正味収入保険料） 504,951 508,285

（うち収入積立保険料） 39,147 38,384

（うち積立保険料等運用益） 15,175 14,595

（うち生命保険料） 48,085 57,598

（うち支払備金戻入額） 11,001 －

（うち責任準備金等戻入額） － 73,218

資産運用収益 41,471 37,093

（うち利息及び配当金収入） 43,965 46,222

（うち金銭の信託運用益） 368 292

（うち売買目的有価証券運用益） 31 10

（うち有価証券売却益） 2,684 4,678

（うち積立保険料等運用益振替） △15,175 △14,595

その他経常収益 2,501 2,761

経常費用 640,080 721,056

保険引受費用 518,649 601,231

（うち正味支払保険金） 291,713 326,439

（うち損害調査費） 33,027 33,206

（うち諸手数料及び集金費） 90,321 93,714

（うち満期返戻金） 69,500 58,756

（うち生命保険金等） 14,166 14,807

（うち支払備金繰入額） － 72,887

（うち責任準備金等繰入額） 16,475 －

資産運用費用 12,495 11,447

（うち金銭の信託運用損） 498 164

（うち有価証券売却損） 1,348 1,044

（うち有価証券評価損） 4,923 6,066

営業費及び一般管理費 105,544 105,517

その他経常費用 3,390 2,859

（うち支払利息） 1,793 1,903

経常利益 23,365 11,731
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

特別利益 1,989 7,344

固定資産処分益 53 78

負ののれん発生益 149 －

段階取得に係る差益 － 6,298

その他特別利益 ※1  1,785 967

特別損失 3,471 2,353

固定資産処分損 131 1,282

減損損失 36 161

特別法上の準備金繰入額 2,363 168

価格変動準備金繰入額 2,363 168

その他特別損失 ※2  939 ※1  739

税金等調整前四半期純利益 21,883 16,723

法人税等 8,528 4,932

少数株主損益調整前四半期純利益 13,355 11,790

少数株主損失（△） △67 △256

四半期純利益 13,422 12,047
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  【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 13,355 11,790

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △141,476 132

繰延ヘッジ損益 4,117 906

為替換算調整勘定 △79 2,178

持分法適用会社に対する持分相当額 △148 395

その他の包括利益合計 △137,587 3,613

四半期包括利益 △124,232 15,403

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △124,151 15,651

少数株主に係る四半期包括利益 △81 △247
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

  

 
  

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

  

【追加情報】 

  

 
  

（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

従来、持分法適用の関連会社であったBerjaya Sompo Insurance Berhadは、株式の追加取得により子会社となったた

め、当第１四半期連結会計期間から連結子会社としております。なお、みなし取得日を同社の決算日である平成23年

４月30日としているため、当第１四半期連結累計期間の同社の業績は、平成23年４月30日を同社の第１四半期決算日

とみなした仮決算に基づく財務諸表を使用し、持分法による投資損益として計上しております。 

 （自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率

を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく

合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。 

（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結損益計算書関係） 

  

 
  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの

償却額は、次のとおりであります。 

 
  

  

（自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日） 

前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

※１  その他特別利益は、抱合せ株式消滅差益1,785百万

円であります。 

※２  その他特別損失の主なものは、資産除去債務会計

基準の適用に伴う影響額902百万円であります。 

※１  その他特別損失は、国内生命保険連結子会社の合

併関連費用739百万円であります。 

（自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日） 

前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 4,715百万円 減価償却費 5,121百万円 

のれんの償却額 468百万円 のれんの償却額 746百万円 
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（株主資本等関係） 

  

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日） 

  
１  配当金支払額 

当社は平成22年４月１日に株式移転により設立された共同持株会社であるため、配当金の支払額は以下

の完全子会社のそれぞれの定時株主総会において決議された金額であります。 

  

株式会社損害保険ジャパン 

 
日本興亜損害保険株式会社 

 
  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

  
当第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日） 

  
１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。  

  

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 19,681百万円 20円 平成22年３月31日 平成22年６月29日 利益剰余金

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 6,019百万円 8円 平成22年３月31日 平成22年６月29日 利益剰余金

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 33,208百万円 20円 平成23年３月31日 平成23年６月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等） 

  

  
前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日） 

  
１  報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報 

 
(注) １  売上高は、損害保険事業にあっては正味収入保険料、生命保険事業にあっては生命保険料、「その他」およ

び四半期連結損益計算書計上額にあっては経常収益の金額を記載しております。 

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、その他の事業を含んでおりま

す。 

３  売上高の調整額は、セグメント間取引消去△769百万円、正味収入保険料または生命保険料以外の損害保険

事業および生命保険事業に係る経常収益109,247百万円であります。 

４  セグメント利益または損失は、四半期連結損益計算書の四半期純利益と調整を行っております。 

  

２  報告セグメントごとののれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動） 

「損害保険事業」セグメントにおいて、平成22年５月31日に当社の連結子会社である株式会社損害保

険ジャパンがTenet Insurance Company Limitedの株式を取得いたしました。なお、当該事象による

のれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては2,609百万円であります。 
  

（重要な負ののれん発生益） 

「損害保険事業」セグメントにおいて、平成22年４月１日に株式会社損害保険ジャパンを取得企業、

日本興亜損害保険株式会社を被取得企業として、株式移転により共同持株会社であるＮＫＳＪホール

ディングス株式会社を設立いたしました。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第

１四半期連結累計期間においては149百万円であります。 

  

【セグメント情報】

   （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注２） 

合計
調整額 
（注３） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注４） 

損害保険
事業 

生命保険
事業 

計

売上高（注１）    

外部顧客への売上高 504,951 48,085 553,037 1,161 554,198 109,247 663,446 

セグメント間の内部 
売上高または振替高 

－ － － 769 769 △769 －

計 504,951 48,085 553,037 1,930 554,968 108,477 663,446 

セグメント利益または
損失（△） 15,042 △687 14,355 △932 13,422 － 13,422 
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当第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日） 

  
１  報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報 

 
(注) １  売上高は、損害保険事業にあっては正味収入保険料、生命保険事業にあっては生命保険料、「その他」およ

び四半期連結損益計算書計上額にあっては経常収益の金額を記載しております。 

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、その他の事業を含んでおりま

す。 

３  売上高の調整額は、セグメント間取引消去△1,070百万円、正味収入保険料または生命保険料以外の損害保

険事業および生命保険事業に係る経常収益165,566百万円であります。 

４  セグメント利益または損失は、四半期連結損益計算書の四半期純利益と調整を行っております。 

  

２  報告セグメントごとののれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動） 

「損害保険事業」セグメントにおいて、平成23年６月15日に当社の連結子会社であるSompo Japan 

Asia Holdings Pte. Ltd.がBerjaya Sompo Insurance Berhadの株式を追加取得いたしました。な

お、当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては15,238百万円でありま

す。 

  

   （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注２） 

合計
調整額 
（注３） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注４） 

損害保険
事業 

生命保険
事業 

計

売上高（注１）    

外部顧客への売上高 508,285 57,598 565,884 1,336 567,220 165,566 732,787 

セグメント間の内部 
売上高または振替高 

－ － － 1,070 1,070 △1,070 －

計 508,285 57,598 565,884 2,406 568,291 164,496 732,787 

セグメント利益または
損失（△） 15,193 △3,381 11,811 235 12,047 － 12,047 
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（金融商品関係） 

  
前連結会計年度（平成23年３月31日） 

  
時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません。 

 
(※１) 貸付金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。 

(※２) その他資産およびその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、(  )で表示しております。 

  

(注) １  有価証券の時価の算定方法 

公社債は取引所の価格、日本証券業協会の公表する価格および取引先金融機関等から提示された価格等によ

っており、株式は取引所の価格によっております。また、外国証券は取引所の価格および取引先金融機関等

から提示された価格等によっております。 

２  貸付金の時価の算定方法 

貸付金の案件ごとに将来の回収予定キャッシュ・フローを、期間に対応したリスクフリーレートに信用リス

クプレミアムと流動性プレミアムを付加した割引率により割り引いた金額、または、貸付金の種類および内

部格付に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた

金額を時価としております。また、破綻先、実質破綻先、破綻懸念先および一部の要管理先に対する債権等

については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値を時価とする方法、または、担保および保証による回

収見込額等に基づいて貸倒見積高を算出しているため、時価は期末日における連結貸借対照表価額から現在

の貸倒見積高を控除した金額に近似していることから当該価額をもって時価とする方法によっております。

３  社債の時価の算定方法 

将来キャッシュ・フローを、期間に対応したリスクフリーレートに信用リスクプレミアムと流動性プレミア

ム等を付加した割引率により割り引いた金額を時価としております。 

４  デリバティブ取引の時価の算定方法 

為替予約取引は、先物相場を使用しております。また、外貨とその他の外貨間で先物予約を行っている場合

の「時価」の算定には、予約日におけるその他の外貨と円の先物相場を使用しております。 

通貨オプション取引は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

金利スワップ取引は、取引先金融機関から提示された価格または将来予想されるキャッシュ・フローを現在

価値に割り引いて算出した時価によっております。 

株価指数先物取引は、主たる取引所における最終の価格によっております。 

債券先物取引は、主たる取引所における最終の価格によっております。 

クレジットデリバティブ取引は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

天候デリバティブ取引は、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素を基礎として算定しており

ます。 

地震デリバティブ取引は、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素を基礎として算定しており

ます。 

  

科目 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

有価証券 6,250,282 6,280,780 30,497 

貸付金 691,294  

貸倒引当金 （※１） △1,293  

 690,000 694,863 4,862 

社債 128,000 129,369 1,369 

デリバティブ取引 （※２）   

ヘッジ会計が適用されていないもの (1,921) (1,921) －

ヘッジ会計が適用されているもの (2,522) (2,523) △0

デリバティブ取引計 (4,444) (4,445) △0
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当第１四半期連結会計期間（平成23年６月30日） 

  
企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

に含まれておりません。 

 
（※１）貸付金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。 

（※２）その他資産およびその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、(  )で表示しております。 

  
(注) １  有価証券の時価の算定方法 

公社債は取引所の価格、日本証券業協会の公表する価格および取引先金融機関等から提示された価格等によ

っており、株式は取引所の価格によっております。また、外国証券は取引所の価格および取引先金融機関等

から提示された価格等によっております。 

２  貸付金の時価の算定方法 

貸付金の案件ごとに将来の回収予定キャッシュ・フローを、期間に対応したリスクフリーレートに信用リス

クプレミアムと流動性プレミアムを付加した割引率により割り引いた金額、または、貸付金の種類および内

部格付に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた

金額を時価としております。また、破綻先、実質破綻先、破綻懸念先および一部の要管理先に対する債権等

については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値を時価とする方法、または、担保および保証による回

収見込額等に基づいて貸倒見積高を算出しているため、時価は四半期決算日における四半期連結貸借対照表

価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似していることから当該価額をもって時価とする方法によっ

ております。 

３  社債の時価の算定方法 

将来キャッシュ・フローを、期間に対応したリスクフリーレートに信用リスクプレミアムと流動性プレミア

ム等を付加した割引率により割り引いた金額を時価としております。 

４  デリバティブ取引の時価の算定方法 

為替予約取引は、先物相場を使用しております。また、外貨とその他の外貨間で先物予約を行っている場合

の「時価」の算定には、予約日におけるその他の外貨と円の先物相場を使用しております。為替予約等の振

当処理によるものは、ヘッジ対象とされている有価証券と一体として処理されているため、その時価は当該

有価証券の時価に含めて記載しております。 

金利スワップ取引は、取引先金融機関から提示された価格または将来予想されるキャッシュ・フローを現在

価値に割り引いて算出した時価によっております。 

株価指数先物取引は、主たる取引所における最終の価格によっております。 

債券先物取引は、主たる取引所における最終の価格によっております。 

クレジットデリバティブ取引は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

天候デリバティブ取引は、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素を基礎として算定しており

ます。 

地震デリバティブ取引は、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素を基礎として算定しており

ます。 

  

科目 
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

有価証券 6,232,200 6,283,150 50,950 

貸付金 672,585  

貸倒引当金 （※１） △1,265  

 671,320 678,334 7,014 

社債 128,000 130,240 2,240 

デリバティブ取引 （※２）   

ヘッジ会計が適用されていないもの (21) (21) －

ヘッジ会計が適用されているもの 8,552 8,551 △0

デリバティブ取引計 8,530 8,530 △0
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（有価証券関係） 

  
前連結会計年度（平成23年３月31日） 

  
１  満期保有目的の債券 

 
  

２  責任準備金対応債券 

 
  

３  その他有価証券 

 
(注) １  時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含まれておりません。 

２  連結貸借対照表において現金及び預貯金として処理している譲渡性預金ならびに買入金銭債権として処理し

ている貸付債権信託受益権等を「その他」に含めて記載しております。 

３  当連結会計年度において、その他有価証券（時価を把握することが極めて困難と認められるものを除く。）

について20,124百万円（うち、株式19,731百万円、外国証券393百万円）減損処理を行っております。 

なお、当社および国内連結子会社は、有価証券の減損にあたっては、原則として、期末日の時価が取得原価

に比べて30％以上下落したものを対象としております。 

  

種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額 

（百万円）

公社債 1,133,053 1,162,872 29,819 

外国証券 49,563 50,083 520 

合計 1,182,616 1,212,955 30,339 

種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額 

（百万円）

公社債 16,887 17,045 158 

合計 16,887 17,045 158 

種類 
取得原価 
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額 
（百万円）

公社債 2,384,876 2,427,323 42,447 

株式 1,101,855 1,524,213 422,358 

外国証券 1,089,936 1,046,672 △43,263

その他 80,774 83,230 2,456 

合計 4,657,441 5,081,440 423,998 
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当第１四半期連結会計期間（平成23年６月30日） 

  
企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。 

１  満期保有目的の債券 

 
  

２  その他有価証券 

 
(注) １  時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含まれておりません。 

２  四半期連結貸借対照表において現金及び預貯金として処理している譲渡性預金ならびに買入金銭債権として

処理している貸付債権信託受益権等を「その他」に含めて記載しております。 

３  当第１四半期連結累計期間において、その他有価証券（時価を把握することが極めて困難と認められるもの

を除く。）について6,093百万円（うち、公社債210百万円、株式5,853百万円、外国証券0百万円、その他28

百万円）減損処理を行っております。この中には、四半期連結損益計算書においてその他運用費用として処

理している貸付債権信託受益権に係る評価損28百万円を含めております。 

なお、当社および国内連結子会社は、有価証券の減損にあたっては、原則として、四半期決算日の時価が取

得原価に比べて30％以上下落したものを対象としております。 

  

種類 
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額 

（百万円）

公社債 1,129,929 1,180,442 50,513 

外国証券 53,798 54,235 437 

合計 1,183,727 1,234,678 50,950 

種類 
取得原価 
（百万円）

四半期連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額 
（百万円）

公社債 2,346,068 2,403,703 57,634 

株式 1,096,240 1,503,314 407,073 

外国証券 1,138,495 1,089,968 △48,526

その他 91,272 93,757 2,485 

合計 4,672,076 5,090,743 418,666 
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（デリバティブ取引関係） 

  
前連結会計年度（平成23年３月31日） 

  

 
(注) １  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

２  「契約額等」欄の(  )書きは、オプション料の金額であります。 

  

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

通貨 為替予約取引  

 売建 46,994 △1,337 △1,337

 買建 10,181 116 116 

 通貨オプション取引  

 売建 5,911  

  (6) △7 △1

 買建 5,300  

  (6) － △6

株式 株価指数先物取引  

 売建 6,546 △773 △773

債券 債券先物取引  

 買建 1,730 △2 △2

その他 クレジットデリバティブ取引  

 売建 9,000 17 17 

 買建 1,000 △1 △1

 天候デリバティブ取引  

 売建 597  

  (21) △9 12 

 地震デリバティブ取引  

 売建 3,560  

  (103) △0 103 

 買建 3,195  

  (314) 77 △236

合計 ―― △1,921 △2,110
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当第１四半期連結会計期間（平成23年６月30日） 

  
企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。 

 
(注) １  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

２  「契約額等」欄の(  )書きは、オプション料の金額であります。 

  

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

通貨 為替予約取引  

 売建 40,206 217 217 

 買建 9,331 △106 △106

株式 株価指数先物取引  

 売建 5,159 △242 △242

債券 債券先物取引  

 売建 837 1 1 

その他 クレジットデリバティブ取引  

 売建 9,000 39 39 

 買建 1,000 △0 △0

 天候デリバティブ取引  

 売建 812  

  (29) △27 1 

 地震デリバティブ取引  

 売建 4,070  

  (140) △22 118 

 買建 3,375  

  (359) 119 △239

合計 ―― △21 △211
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（企業結合等関係） 

  
当第１四半期連結会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日） 

  
取得による企業結合 

(1) 企業結合の概要 

①  被取得企業の名称およびその事業の内容 

Berjaya Sompo Insurance Berhad    損害保険事業 

②  企業結合を行った主な理由 

東南アジア諸国のなかでシンガポール、タイに次ぐ市場規模であり、今後も持続的な市場規模の拡

大が期待されるマレーシアにおいて、一層の事業基盤の強化と事業収益の拡大を目的として、同社

を子会社化いたしました。 

③  企業結合日 

平成23年６月15日 

④  企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

⑤  結合後企業の名称 

Berjaya Sompo Insurance Berhad 

⑥  取得した議決権比率 

 
⑦  取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社の連結子会社による、現金を対価とする株式取得であることによります。 

(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

みなし取得日をBerjaya Sompo Insurance Berhadの決算日である平成23年４月30日としているため、

当第１四半期連結累計期間の被取得企業の業績は、平成23年４月30日を同社の第１四半期決算日とみ

なした仮決算に基づく財務諸表を使用し、持分法による投資損益として計上しております。 

(3) 被取得企業の取得原価およびその内訳 

 
(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

段階取得に係る差益    6,298百万円 

(5) 発生したのれんの金額、発生原因ならびに償却方法および償却期間 

①  発生したのれんの金額 

574百万マレーシアリンギット 

②  発生原因 

取得原価が受け入れた資産および引き受けた負債に配分された純額を上回ったことによります。 

③  償却方法および償却期間 

20年間にわたる均等償却 
  

企業結合直前に所有していた議決権比率 30％

企業結合日に追加取得した議決権比率 40％

取得後の議決権比率 70％

取得の対価 

企業結合直前に保有していた 

Berjaya Sompo Insurance Berhadの 

普通株式の企業結合日における時価 

372百万マレーシアリンギット

追加取得に伴い支出した現金 496百万マレーシアリンギット

取得原価  868百万マレーシアリンギット
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（１株当たり情報） 

  
１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額およ

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

 （自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日） 

前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額 8円08銭 7円25銭

（算定上の基礎）  

  四半期純利益金額（百万円） 13,422 12,047 

  普通株主に帰属しない金額 
  （百万円） 

－ －

  普通株式に係る四半期純利益金額 
  （百万円） 13,422 12,047 

  普通株式の期中平均株式数 
  （千株） 1,661,096 1,660,423 

(2) 潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益金額 

8円07銭 7円24銭

（算定上の基礎）  

  四半期純利益調整額（百万円） － －

  普通株式増加数（千株） 2,074 2,723 
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（重要な後発事象） 

  
該当事項はありません。 
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】

― 32 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成23年８月12日

ＮＫＳＪホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮ

ＫＳＪホールディングス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半

期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４

月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、わが国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＫＳＪホールディングス株式会社及び連結

子会社の平成23年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    英      公  一    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    臼  倉  健  司    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    羽  柴  則  央    印 

※ １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保 

  管しております。 

  ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年８月12日 

【会社名】 ＮＫＳＪホールディングス株式会社 

【英訳名】 NKSJ Holdings, Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長  兵 頭   誠 

 代表取締役社長  佐 藤 正 敏 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 株式会社大阪証券取引所 

   （大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 
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当社代表取締役会長  兵頭  誠および代表取締役社長  佐藤  正敏は、当社の第２期第１四半期(自  

平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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